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ここでは、憲法訴訟において裁判官を制約する要素に関する Richard H. Fal-
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裁判官 ⓐ契約の有効性 ⓑ契約違反 Ⓒ被告の責任
A 有 無 無
B 無 有 無
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おわりに
それを戦略と表現すべきか、賢慮と表現すべきかは別として、裁判官たちが
法を形成する際に、彼（女）らは外部の環境を考慮して活動しなければならな
いことは確かであろう。それゆえ、裁判官たちが法に拘束されることが当然で
あると考えても、裁判官たちを拘束するものは何かという問題を提起すること
には意味がある。問題は、そのような得体の知れない力学の存在をいかにして
法学研究に取り込むのかである。本稿が検討した学説は、このような難問に対
する有効なアプローチの可能性を示すものであった。著者は、たとえ後知恵で
あっても、裁判官たちの衆議に影響を与えた力学を明らかにし、法形成の動態
を記述する試みには、経験的研究としての固有の意義が認められるべきである
と考えている。それと同時に、社会における法と司法の役割を、それがもたら
した結果に基づいて評価することにも、やはり固有の意義が認められてよいで
あろう。問題は、このような経験的研究が法学研究においていかなる位置を占
めることができるのかについて──特に、その法理論形成との関係性につい
て──体系的な理解を提示することであり、このような研究はわが国において
もさらなる検討が望まれる研究領域であると考えている。本稿は、その手がか
りを探るために、経験的分析の成果に取り入れて、裁判官たちを拘束するもの
を明らかにしようとした研究の一端を検討した。このように、本稿はあくまで
も長い道のりの序章にすぎない。
[付記］本稿は、山元一教授を研究代表者とする科研費「憲法と各法分野の役
割分担・再考」（24530031）の助成を受けた研究成果の一部である。
衆議と戦略
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